
福井市春日町２３８番の３

福井ネット株式会社

代表取締役　佐野　慎治

(単位：円)

科   目 金   額 科   目 金   額

【流動資産】 964,301,327 【流動負債】 293,360,624

現金及び預金 912,529,518 買掛金 57,532,597

売掛金 40,452,666 未払費用 7,917,250

未収入金 1,018 仮受金 189,831,338

商品 5,281,294 預り金 1,077,989

仕掛品 4,595,232 未払法人税等 13,340,300

前払費用 1,410,888 未払消費税等 11,474,200

立替金 30,711 賞与引当金 12,186,950

【固定資産】 287,752,647 【固定負債】

有形固定資産 147,037,457

建物 25,688,239

建物附属設備 5,905,747 負債の部合計 293,360,624

設備造作 2,519,874

器具及び備品 2,555,193 【株主資本】 958,693,350

土地 110,368,404 資本金 40,000,000

無形固定資産 100,407,077 利益剰余金 918,693,350

ソフトウェア 1,407,077 利益準備金 5,800,000

ソフトウェア仮勘定 99,000,000 別途積立金 100,000,000

投資その他の資産 40,308,113 繰越利益剰余金 812,893,350

投資有価証券 32,829,500 　（うち当期純利益） (46,113,917)

繰延税金資産 7,478,613

純資産の部合計 958,693,350

資産の部合計 1,252,053,974 負債及び純資産の部合計 1,252,053,974

貸   借   対   照   表

（２０２３年３月３１日現在）



　　　　個　　別　　注　　記　　表

　　自　2022年4月1日 　　至　2023年3月31日

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

　　①有価証券の評価基準及び評価方法

 ア. 時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

イ. 時価のないもの

　　取得原価法

　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 　　最終仕入原価法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 法人税法の規定による定率法

（リース資産を除く） 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当会計年度に適用し、平成28

年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更。

この変更による財務諸表への影響額はありません。

無形固定資産 法人税法の規定による定額法

リース資産 売買処理をした資産については、リース期間定額法を採用

３．引当金の計上基準

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分計上

賞与引当金繰入は、賞与引当金戻入額と賞与引当金繰入額の差額で計上

賞与引当金戻入 11,148,000 円

賞与引当金繰入 12,186,950 円

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　①収益の計上基準

受注制作のソフトウェアの収益計上基準は、工事完成基準によっているが、長期大型の工事（工期が

3ケ月以上、かつ、請負金額が5，000万円以上）については、工事進行基準により計上

工事進行基準による完成工事高 - 円

　　②リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

ただし、上記のうち平成20年4月1日前の契約のファイナンス・リース取引及び事業の重要性が乏しく、

かつ、リース料総額が300万円以下の契約については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理

ファイナンス・リース取引未経過リース料 4,862,600 円

　　③消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

　 特になし

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

　 １．有形固定資産の減価償却累計額 95,772,847 円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式　　642 株

２．当該事業年度の末日における自己株式の数 0 株



３．当該事業年度中の剰余金の配当

2022年6月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しました。

①配当金の総額 (当期純利益の30%、百万円未満は切り捨て) 　　 　10,000,000円

②配当の原資 　　　　　利益剰余金

③基準日    　2022年3月31日

④効力発生日    　2022年6月28日

４．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当

2023年6月26日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

①配当金の総額 (当期純利益の90%、百万円未満は切り捨て) 　　 　41,000,000円

②配当の原資 　　　　　利益剰余金

③基準日    　2023年3月31日

④効力発生日    　2023年6月29日

5．当該事業年度の末日後に行う役員賞与の支給

2023年6月26日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

①役員賞与の総額 (役員報酬月額のの70%) 　　 　    735,000円

②役員賞与の支給原資 　　　　　利益剰余金

③役員賞与の支給日    　2023年6月29日

Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生原因の主な内訳

賞与引当金損金算入限度超過額 4,175,249 円

賞与引当金社会保険料繰入限度超過額 604,874 円

未払事業税 1,296,672 円

減価償却損金算入限度額超過額 261,191 円

未払費用損益不算入 1,140,216 円

その他 411 円

    繰延税金資産合計 7,478,613 円


